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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書

人にあっては、またる

大阪市北区堂島浜2丁目1番40号
京都府長岡京市調子3丁目1番1号

①
: 豹

ては、名称及 の氏名。記名llittXに

サントリー株式会杜1 表ヽ取締役
サントツー株式会社京都ピールエ場

1弦 当する□には レ印を記入してください。付定J千栄十以外でコ■参加1される+栄イの方は レロjの記入は不要です。

2「 込44午rJと は1卜価"ぃ1の市Ⅲ年度を、 「日い年FJと は 卜ヽ而り叫い1の最終Ⅲ■をいいます。

3「 Jf妥所午り||“三分Jと は 京れ,け内の1【来所年の1'火活」llのための'ネルギーの彼)"にn4ぃ発生するll.i)米ガスを、 「輸送J'い,コHけに分jと
は、コ助li巡とJF米イについてはtt'‖の本処の位uを京翻すFIF内とするⅢ面の排出するiR室効来ガスを 鉄道Jr来イについては保■するIマ物1[ni又
は旅御 こ両のコトは1するiR室効外ガスを、 「その他リト出区分Jと は、■砲以タトの京椰)0内における4r来所村のⅢ来7f IJlにHをい発4す る松主勿米〃ス
をいいます。
4 r付記J「項〕には、平成2年度 (1990年 度)を込神としたリト‖Wlの対比やエネルギー万【j,ilrCo″llllJ I亡 イエネ製品四lLなどl_イの温卓効
力tガスリトlⅢⅢJ渡への五献 グ ツーシ調l■の保'日、41定フロンなどの条lF指定外のほと効米ガスのⅢⅢ政などを記入してください。

特定事業者の
主たる業種

ピール製造業

該当する事業
者要件

▼ 京都府地球温暖化対策条例施行規貝け第10条第 1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロツットル以上))

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー15o台以上/鉄 道車両150両以上)

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に猛算 して3000ト ン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 生| 環境への影響を把握し、技術的、経済的に可能な範囲で環境目的 ・目標を定めて、定期的に見直すと共に
環境保全活動のシステムと環境パフォーマンスの継続的な向上を図る。

推 進 体 制 京都 ビールエ場が主体となり、地球温暖化対策の実施計画の策定、進捗管理をおこなう。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

て、

18～19 工場製造部門 生産設備を省エネ型に改修し、C02排出量を15%以 上削減する。

18～ 19 工場 ・支店合同 環境保全委員会活動において、C02排出置を年間1%以 上肖け滋する。

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (冥績)
( 17 )年 度
〈二酸化炭無張算 (t))

日襟年度 (計画)
( 19  )年 度
(二酸化炭策換軒 〈1))

自」源 挙

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 25,573 t 24,595 t -38 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t
°/6

排出合計 Ⅲ1                25,573 t す″             24,595 t -38 6/e

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量

等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭繁眼算 〔t

森林の保全及び整備 (Jを備面和) く,歩資bttl) t

府内産の木材の利デ (利用■) (制滅tl) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈売電玉) (HJ波■) t

〈熟よ給■) CI 〈い"減■) t

グリーン電力の購入 (lt入■) kwh (HJttI) t

削減量等合計 t

差引排出量

(リト出合al_HJ減等合計)

基準年度 (実 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

25 573 t (,2)‐て,3)          24,695 t -3 8 ワ

特 記 事 項
としてC02排出量で23%、 C02排出製品原単位で44%の エネルギー消費効率の改善となっております。

運  裕   先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

奉
弓 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号


